












てゆくためには、企業の R&D 戦略立案の支援や、その R&D 戦略に基づき組織横断
的に種々の調整・支援機能を有する部門（ R&D 戦略部門）が必要である」ということ
を揚げ、その実証を試みるとともに、この部門の存在を指標としてデータの整理を行っ






等、この 2 つのグル −プ間の R&D 戦略の傾向の違いや、その R&D マネジメントの違
いがクロ−ズアップされた。（この研究は、「日本企業にみる戦略的研究開発マネジメン



































2-2. フランス企業における「 R&D 戦略部門」の R&D マネジメントに及ぼす影響





































































み”が特に重要視されている {図J-4 − 図F-4参照}
b.”企業の将来の発展を担う技術”や”マ−ケットニ−ズ”を軸に研究







































































































重視している。 {図J-4 − 図F-4参照}
という結果が出てきているものと考えられる。
以上のような、フランス企業の制約（人材が他企業に流れやすいこと及び企業内階層
間のギャップ）から、フランス企業の新しい分野への進出については、若干硬直した、
ダイナミズムに欠けるものとなっている面があり、国際競争力の低下の一因ともなって
いる。が、一方、このダイナミズムの欠如を補うような形で、コンソ−シアを活用して自社
の技術の補完を行ってゆくことに積極的な姿勢が見られる。この点については、フラン
スのみならず西欧諸国においても共有される認識となっており、欧州連合が過去に進
めてきた大きなコンソ−シアによる R&D プログラムがこの受け皿となっている。先に述
べた”必要なノウハウの流動化”の問題に対する回答の一つは、欧州の企業間で、研
究開発資源の共有化や開発技術の複雑化に伴う R&D 支出の不足を補う方法を考案
しつつ、協力（コンソ−シア）を増やしていくことである。
なお、現在フランスでは、このようなコンソ −シアへの積極的参加によるダイナミズムの
確保の他に、大企業においては、マトリックス型組織や技術移行チ−ム等の柔軟な組
織を用いた、従来に比べてより活動的なモデルを使ったマネジメントの動きも始まって
いる。
３. 結語
本研究では、これまであまり比較の対象とはならなかった日本とフランスの企業を取り
上げた。日本とフランスは、その社会的発展、文化的背景、経済的成長及び地理的な
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環境等かなり異なったものとなっており、企業の研究開発マネジメント等は、それらの
違いに影響を受け、各々特徴あるものとなっていると考えられる。
この比較研究において取り上げた組織横断的な R&D 戦略部門の存在やその役割に
ついては、国による違いはあまり大きなものではないと考えられ、実際、 R&D 戦略部
門はフランス企業においても日本企業と同様に一般的な存在であり、その機能も研究
開発活動の積極的展開の支援や組織的支援あるいは研究者の自主性の引き出しの
支援等日本企業のものとほぼ同様なものが見いだされた。 R&D マネジメント等の違い
に関しては、国全体の研究開発体制、企業の置かれた競争環境、企業の資金調達方
法及び人材の流動性（あるいは企業の人材育成制度）等の相違に起因すると考えられ
る特徴的な違いが見出された。
日本の製造業はいくつかの分野で非常に競争力が強いものとなっているが、これは、
先の考察でも触れたように、終身雇用制による身分保障を前提とした、被雇用者の柔
軟な人事ロ−テ−ション等による、技術を主軸とした R&D マネジメント（すなわち、企業
として将来を託す技術に合わせて、企業内での人事異動を行い、 R&D 部門と製造部
門の連携させたマネジメント）によるところが大きい。しかし、終身雇用制が見直されて
きている現在の状況や、個人の職業への意識が、企業の仕事に最大の価値観を見出
す企業至上主義から個人の生活を重視するものへ変化しつつあることを考慮すると、
今後の日本企業は、現在欧州諸国の企業が直面している課題に向かわざるを得ない
と考えられ、日本企業の技術に指向する程度も将来的には弱くなるものと想定される。
一方、フランス等欧州では、製造業のある分野では競争力が日米に比べて若干弱いと
いう認識がある。このような認識下において、フランス等欧州諸国では、企業の競争力
の向上とこれまで人々が享受してきた社会的な伝統との調和を目指す、進展した企業
の課題に直面している。このような中で、今回の比較研究の結果明らかとなった企業
の R&D マネジメント等の違いやその背景・要因は、企業が今後直面するであろう課題
への取組みを行 上での参考になるものと思う。
最後に、この研究に用いたアンケ −ト調査票は、企業の研究開発マネジメントを幅広く
大まかに捉えようとするものであり、個別のテ−マに焦点を当てたものではない。また、
日本とフランスの企業の様々な状況の違いを事前に考慮しつつ作成したものではな
く、更に、翻訳上の問題等で質問内容が若干異なったものとなり、システマティックな比
較ができるものとはならなかったことが反省点である。この比較研究が、今後のより充
実した研究の一参考資料になれば幸いに思うものである。
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